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          ●２０１1年1月-3月期～２０１4年10月-12月期までの業界景況（先行予想含む）の推移

　

　

　

　

　

１）調 査 対 象 企 業

※ＤＩ値とは、
（増加・好転など「良い」の回答割合）から
（減少・悪化など「悪い」の回答割合）を減算し
て計算される景況判断指数です。

　プラスの値は景気の上向きの傾向を、マイナ
スの値は下向きの傾向を示し、強気・弱気など
の景気感を数値化したものです。

２) 調 査 対 象 期 間
３) 調 査 時 期 、 方 法

５) 回答企業の業種割合

弘前地域企業短期景況観測調査 10月調査（7月～9月期分） 結果報告 年

４) 結 果 報 告 方 法

◇ＤＩ（前年同期比）が前回調査
   (4～6月期：▲36.8）よりマイナス幅が
　 24.7ポイント拡大して▲61.5となりました。

◇先行き（10～12月期）の予想については、
   前回調査（7～9月期：▲47.4）より
   マイナス幅が12.6ポイント拡大して
   ▲60.0となりました。 【経営上の問題点について】（複数回答可）

小
　
売
　
業

◇ＤＩ（前年同期比）が前回調査
   (4～6月期：▲63.6)よりマイナス幅が
   8.8ポイント拡大して▲72.4となりました。

◇先行き（10～12月期）の予想については、
   前回調査（7～9月期：▲45.5）より
   マイナス幅が2.8ポイント拡大して
   ▲48.3となりました。

サ
 
ー
 
ビ
 
ス
　
業

◇ＤＩ（前年同期比）が前回調査
    (4～6月期：▲47.2）よりマイナス幅が
    22.2ポイント縮小して▲25.0となりました。

◇先行き（10～12月期）の予想については、
   前回調査（7～9月期：▲38.9）より
   マイナス幅が16.0ポイント縮小して
   ▲22.9となりました。
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◇弘前地域の景況は、
　全産業合計のＤＩ(前年同期比)が
　前回調査(4～6月期：▲43.0)より
　マイナス幅が6.8ポイント縮小して
　▲36.2となりました。

◇先行き(10～12月期)の予想については、
　前回調査(7～9月期：▲35.4)
　よりマイナス幅が3.7ポイント縮小して
　▲31.7となりました。

【設備投資動向について】

建
　
設
　
業

◇ＤＩ（前年同期比）が前回調査
　 （4～6月期：▲24.1）より43.3ポイント改善
　  して19.2となりました。

◇先行き（10～12月期）の予想については、
　前回調査（7～9月期：▲14.3）より
　18.1ポイント改善して3.8となりました。

  １)　7月～9月の間に設備投資を
　　 （実施した／実施していない）

製
　
造
　
業

◇ＤＩ（前年同期比）が前回調査
 　（4～6月期：▲50.0）よりマイナス幅が
　　8.3ポイント拡大して▲58.3となりました。

◇先行き（10～12月期）の予想については、
    前回調査（7～9月期：▲37.5）より
    マイナス幅が8.0ポイント拡大して
    ▲45.5となりました。

  ２） 設備投資の内容について（複数回答可）

卸
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業
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【地域企業の景況DI】

5

3

11

19

17

4

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

①
工
場
・店
舗

②
土
地

③
生
産
設
備

④
車
輌
・運
搬
具

⑤
パ
ソ
コ
ン
・周
辺
機
器

（ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
含
む
）

⑥
そ
の
他

17

39 39

9

92

15

7

33

67

21

10

37

1

61

2 0
0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

生
産
設
備
・人
件
費
等
の
コ
ス
ト
高

販
売
力
不
足

受
注
量
の
不
足

資
金
の
調
達

人
材
の
確
保
・育
成

新
技
術
・商
品
の
開
発

仕
入
れ
先
等
と
の
取
引
条
件
悪
化

後
継
者
育
成

同
業
他
社
と
の
競
合

他
業
界
と
の
競
合
激
化

法
改
正
な
ど
規
制
の
変
更

価
格
競
争
の
激
化

他
国
と
の
競
合

原
材
料
価
格
の
高
騰

金
利
の
上
昇

そ
の
他

内的問題点 外的問題点

【地域企業の業種別景況DI】
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業界景況ＤＩは、現状・先行き予想ともに緩やかな回復基調を示しました。



■景況動向調査
１）「売上」について ２）「採算」について ３）「資金繰り」について ４）「仕入単価」について

・7月～9月の「売上」は、昨年同期と比較して ・7月～9月の「採算」は、昨年同期と比較して ・7月～9月の「資金繰り」は、昨年同期と比較して ・7月～9月の「仕入単価」は、昨年同期と比較して

全業種 全業種 全業種 全業種

・10月-12月の「売上予想」は、昨年同期と比較して ・10月-12月の「採算予想」は、昨年同期と比較して ・10月-12月の「資金繰り予想」は、昨年同期と比較して ・10月-12月の「仕入単価予想」は、昨年同期と比較して

全業種 全業種 全業種 全業種

５）「在庫」について ６）「従業員」について ７）「自社景況」について ８）「業界景況」について

・7月～9月の「在庫」は、昨年同期と比較して ・7月～9月の「従業員」は、昨年同期と比較して ・7月～9月の「自社景況」は、昨年同期と比較して ・7月～9月の「業界景況」は、昨年同期と比較して

全業種 全業種 全業種 全業種

・10月-12月の「在庫予想」は、昨年同期と比較して ・10月-12月の「従業員予想」は、昨年同期と比較して ・10月-12月の「自社景況予想」は、昨年同期と比較して ・10月-12月の「業界景況予想」は、昨年同期と比較して

全業種 全業種 全業種 全業種

 

　

▲ 14.6 サービス業 4.2% 68.8%

・人材確保（採用）はしたいものの、先行きの景況が不透明であり、教育にも時間を要すること
  もあり手控えている。（サービス業）
　
・取引先の廃業や規模縮小により、特に大口取引が減少し、まとまった売上が見込めない。
  また、仕入価格が上昇傾向にあり経営が苦しくなる一方である。（小売業）

・仕入価格の上昇と消費税増税により利益の減少を余儀なくされている。加えて人件費の
  上昇（好人材を確保するため）が経営に悪影響を及ぼしている。（サービス業）

・消費税増税前の駆け込み需要の反動や夏場の天候不順を要因として、夏場以後も急激
  な売上不振の状況に陥っており、資金繰りが逼迫してきている。また、慢性的な人材不足
  により思うように人材が確保できない。（小売業・卸売業）

・業界の景気が悪化しているため、価格競争に陥りやすく利益確保が最大の課題となってい
  る。平成２７年１０月の再増税時における経済への更なる悪影響が懸念される。（卸売業）

・官公発注、民間発注とも増えているが、人手不足のため受注できない状況が続いている。
  また、仕事量はあるものの利益が少ない。（建設業）

                   ～日本商工会議所 ＬＯＢＯ調査（２０１４年10月分）集計結果より～

・消費税率引き上げの影響は、９月には収まりを見せている。（情報機器等卸売業）

・個人住宅は、昨年は駆け込み需要があった一方、今年は例年の３分の２程度の受注と

　なっており、来年以降の見通しが立たない状況。（一般工事業）

・消費税率の影響は年明けに回復を予想。それよりも、円安による物価上昇の影響が大

　きい。（茶仕上加工・卸売業）

・個人消費は、底堅さはあるが消費税率引き上げの影響からは脱していない。（百貨店）

・人手不足に対応するため、ロボット化の新規投資を計画。（鶏卵・同加工品製造卸売業）

・新規受注が好調。短納期や高精度・高品質の要求に対応するため、ものづくり補助金

　等の支援制度を活用し、高機能測定器・加工機の導入を計画。（省力化機械等製造機）

・売上は前年割れが続いており、積極的な設備投資は困難。（総合スーパー）

0.0% 42.2 サービス業 8.3% 68.8% 22.9% 27.1% ▲ 22.9サービス業 0.0% 93.0% 7.0% ▲ 7.0 サービス業 42.2% 57.8%

44.8%48.1% 48.1% 3.7% 44.4 小売業 6.9%小売業 0.0% 79.3% 20.7% ▲ 20.7 小売業

▲ 44.0 卸売業 0.0% 60.0%

48.3%

▲ 60.08.3% 16.7 卸売業 0.0% 56.0% 44.0%

▲ 48.348.3% ▲ 41.4 小売業 0.0% 51.7%

▲ 45.545.5% ▲ 45.5 製造業 0.0% 54.5%

卸売業 0.0% 87.5% 12.5% ▲ 12.5 卸売業 25.0% 66.7%

54.5%36.4% 54.5% 9.1% 27.3 製造業 0.0%製造業 0.0%

40.0%

72.7% 27.3% ▲ 27.3 製造業

0.0 建設業 23.1% 57.7% 19.2%

45.5%

3.80.0% 48.1 建設業 11.1% 77.8% 11.1%

悪化 DI値悪化 DI値 （業種別） 好転 不変

建設業 11.5% 88.5% 0.0% 11.5 建設業 48.1% 51.9%

不変不足 適当 過剰 DI値 （業種別） 好転（業種別） 不足 適当 過剰 DI値 （業種別）

31.3% ▲ 25.0

DI値＝ ▲ 9.0 DI値＝ 38.1 DI値＝ ▲ 25.0 DI値＝ ▲ 31.7

70.8% 20.8% ▲ 12.5 サービス業 6.3% 62.5%47.9% 52.1% 0.0% 47.9 サービス業 8.3%サービス業 0.0% 90.5% 9.5% ▲ 9.5 サービス業

▲ 51.7 0.0% 27.6%小売業 0.0% 65.5% 34.5% ▲ 34.5 小売業 48.3% 48.3% 72.4% ▲ 72.43.4% 44.8 小売業 3.4% 41.4% 55.2%

▲ 61.546.2% 46.2% ▲ 38.5 卸売業 7.7% 23.1%15.4 卸売業 7.7%卸売業 0.0%

小売業

80.0% 20.0% ▲ 20.0 卸売業

▲ 41.7 製造業 0.0% 41.7% 58.3%

69.2%

建設業

▲ 58.38.3% 25.0 製造業 8.3% 41.7% 50.0%

15.4% 19.214.8% ▲ 3.7 建設業 34.6% 50.0%

26.9% 61.5% 11.5%

（業種別） 好転 不変 悪化

製造業 8.3% 75.0% 16.7% ▲ 8.3 製造業 33.3% 58.3%

74.1%40.7% 55.6% 3.7% 37.0 建設業 11.1%建設業 11.1% 88.9% 0.0% 11.1

DI値＝ ▲ 36.2

（業種別） 不足 適当 過剰 DI値 （業種別） 不足 適当

DI値＝ ▲ 12.6 DI値＝ 37.3 DI値＝ ▲ 26.1

DI値 （業種別） 好転 不変 悪化 DI値過剰 DI値

サービス業 4.4% 53.3% 42.2% ▲ 37.828.6% ▲ 12.2 サービス業 6.1% 85.7% 8.2%

▲ 69.0

サービス業 16.3% 57.1% 26.5% ▲ 10.2 サービス業 16.3% 55.1%

82.1% 17.9% ▲ 17.9 小売業 0.0% 31.0%17.2% 51.7% 31.0% ▲ 13.8 小売業 0.0%小売業 13.3%

▲ 2.0

46.7% 40.0% ▲ 26.7 小売業

▲ 16.7 卸売業 12.0% 28.0% 60.0%

69.0%

▲ 48.052.0% ▲ 52.0 卸売業 4.2% 75.0% 20.8%

54.5% ▲ 45.530.0% ▲ 20.0 製造業 9.1% 36.4%

卸売業 12.0% 32.0% 56.0% ▲ 44.0 卸売業 0.0% 48.0%

60.0%0.0% 45.5% 54.5% ▲ 54.5 製造業 10.0%製造業 9.1% 45.5% 45.5% ▲ 36.4 製造業

建設業 3.8% 34.6% 61.5% ▲ 57.729.6% ▲ 22.2 建設業 3.7% 85.2% 11.1%

DI値

建設業 13.8% 51.7% 34.5% ▲ 20.7 建設業 7.4% 63.0%

不変 悪化 DI値 （業種別） 下降 不変好転 不変 悪化 DI値 （業種別） 好転（業種別） 増加

▲ 7.4

不変 減少 DI値 （業種別）

DI値＝ ▲ 24.8 DI値＝ ▲ 10.1 DI値＝

上昇

▲ 50.7DI値＝ ▲ 23.6

▲ 4.1 サービス業 2.2% 53.3% 44.4% ▲ 42.226.5% ▲ 18.4 サービス業 6.1% 83.7% 10.2%

▲ 69.0

サービス業 18.4% 51.0% 30.6% ▲ 12.2 サービス業 8.2% 65.3%

79.3% 17.2% ▲ 13.8 小売業 0.0% 31.0%13.8% 34.5% 51.7% ▲ 37.9 小売業 3.4%小売業 13.3% 10.0% 76.7% ▲ 63.3 小売業

▲ 16.0 卸売業 0.0% 50.0% 50.0%

69.0%

▲ 50.042.3% ▲ 30.8 卸売業 4.0% 76.0% 20.0%

58.3% ▲ 58.327.3% ▲ 18.2 製造業 0.0% 41.7%

卸売業 19.2% 26.9% 53.8% ▲ 34.6 卸売業 11.5% 46.2%

63.6%8.3% 41.7% 50.0% ▲ 41.7 製造業 9.1%製造業 25.0% 33.3% 41.7% ▲ 16.7 製造業

0.0 建設業 3.8% 38.5% 57.7% ▲ 53.829.6% ▲ 22.2 建設業 7.4% 85.2% 7.4%建設業 24.1% 37.9% 37.9% ▲ 13.8 建設業 7.4% 63.0%

不変（業種別） 増加 不変 減少 DI値 （業種別） 好転好転 不変 悪化 DI値 （業種別） 上昇 DI値悪化 DI値 （業種別） 下降 不変

DI値＝ ▲ 27.4 DI値＝ ▲ 27.3 DI値＝ ▲ 8.5 DI値＝ ▲ 52.9

19.2% 34.2% 46.6%

増加 不変 減少

13.9% 48.6% 37.5%

増加 不変 減少

5.1% 39.0% 55.9%

下降 不変 上昇

1.5% 44.1% 54.4%

下降 不変 上昇

9.8% 53.1% 37.1%

好転 不変 悪化

10.6% 53.9% 35.5%

好転 不変 悪化

5.7% 80.1% 14.2%

好転 不変 悪化

4.3% 81.2% 14.5%

好転 不変 悪化

3.0% 81.5% 15.6%

不足 適当 過剰

2.3% 86.5% 11.3%

不足 適当 過剰

41.5% 54.2% 4.2%

不足 適当 過剰

41.0% 56.0% 3.0%

不足 適当 過剰

7.7% 58.5% 33.8%

好転 不変 悪化

6.4% 62.1% 31.4%

好転 不変 悪化

9.9% 44.0% 46.1%

好転 不変 悪化

5.8% 56.8% 37.4%

好転 不変 悪化
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■地域企業の声■ ■各地中小企業の声■



　

◆消費税の価格転嫁についての調査

価格設定に対する手法について

転嫁の状況について

58.7%
13.3%

20.3%

7.7%

全ての商品・サービスの価

格を一律で３％引き上げて

いる

商品・サービス毎にメリハリ

をつけて、利益を確保できる

よう価格設定を行っている

全ての商品・サービスを一

律で３％引き上げられない

ので、一部は価格を据え置

いている
全ての商品・サービスの価

格を据え置いている

＜業種全体＞

「全ての商品・サービスの価格を一律で３％引き上げている」（５８．７％）

との回答が最も多く、「商品・サービス毎にメリハリをつけて、利益を確保

できるよう価格設定を行っている」（１３．３％）と合わせて約７割（７２．

０％）の企業が価格を上げるなどの価格設定を行っている。一方で、「全

ての商品・サービスを一律で３％引き上げられないので、一部は価格を

据え置いている」（２０．３％）「全ての商品・サービスの価格を据え置いて

いる」（７．７％）との回答は約３割（２８．０％）となっている。

価格設定の理由について

47.6%

12.7%

16.3%

2.4%

3.0%
9.6%

0.0%

1.2%

7.2%

外税取引や税抜き表示なので、本体価格に消

費税分を上乗せして取引先に請求できるため

新製品や新サービスを投入して、消費税前の価

格にとらわれない商品展開をしているため

顧客や消費者が価格に敏感なため

商品の量を減らしたり、サービスの時間を短縮

して対応しているため

販売数量の維持や増加によって、事業全体で

売上や利益を確保しているため

競合相手や、同業他社、近隣店舗の状況の動

向を確認しているため

値札の張り換えや、経理処理等、事務負担の問

題があるため

取引先から原価低減要求や、価格引下げの要

求があるため

その他

＜業種全体＞

「外税取引や税抜き表示なので、本体価格に消費税分を上乗せし

て取引先に請求できるため」（４７．６％）との回答が最も多く、続い

て「顧客や消費者が価格に敏感なため」（１６．３％）、「新製品や新

サービスを投入して、消費税前の価格にとらわれない商品展開を

しているため」（１２．７％）、「競合相手や、同業他社、近隣店舗の

状況の動向を確認しているため」（９．６％）となっている。

6.5%

46.0%

47.5%

売上高（税抜き）の状況
増加

横ばい

減少

49.6%

8.8%

32.8%

8.8%

事前の売上高の予測との比較
想定どおり

想定を上回った

想定を下回った

分からない

60.0%
27.1%

12.9%
転嫁できている(利益は増加）

一部転嫁できている（利益の

一部が減少している）

全く転嫁できていない（消費税

分（以上）の利益が減少してい

る）

消費税引き上げ分の転嫁（事業全体の利益）の状況

5.9%

70.6%

23.5%

16.7%

83.3%

4.4%

11.2%

84.4%

8.3%

83.4%

8.3%
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増加
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想定を上回った

想定を下回った

分からない

7.3%

5.3%

3.4%

11.1%

46.4%

57.9%

38.0%

44.5%

46.3%

36.8%

58.6%

44.4%
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全ての商品・サービスの価格を

一律で３％引き上げている

商品・サービス毎にメリハリを

つけて、利益を確保できるよう

価格設定を行っている

全ての商品・サービスを一律で

３％引き上げられないので、一部は

価格を据え置いている

全ての商品・サービスの価格を

据え置いている

増加

横ばい

減少

73.2%

52.6%

31.0%

45.5%

18.3%

47.4%

51.8%

0.0%

8.5%

0.0%

17.2%

54.5%
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全ての商品・サービスの価格を

一律で３％引き上げている

商品・サービス毎にメリハリを

つけて、利益を確保できるよう

価格設定を行っている

全ての商品・サービスを一律で

３％引き上げられないので、一部

は価格を据え置いている

全ての商品・サービスの価格を

据え置いている

転嫁できている

(利益は増加）

一部転嫁できてい

る（利益の一部が

減少している）

全く転嫁できてい

ない（消費税分

（以上）の利益が

減少している）
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価格設定に対する手法について

価格設定の理由について

転嫁の状況について

49.5%

13.6%

22.5%

14.4%

全ての商品・サービスの価格

を一律で３％引き上げている

商品・サービス毎にメリハリを

つけて、利益を確保できるよう

価格設定を行っている

全ての商品・サービスを一律

で３％引き上げられないので、

一部は価格を据え置いている

全ての商品・サービスの価格

を据え置いている

＜業種全体＞

「全ての商品・サービスの価格を一律で３％引き上げている」（４９．５％）

との回答が最も多く、「商品・サービス毎にメリハリをつけて、利益を確保

できるよう価格設定を行っている」（１３．６％）と合わせて約６割（６３．

１％）の企業が価格を引き上げている。一方で、「全ての商品・サービス

を一律で３％引き上げられないので、一部は価格を据え置いている」（２

２．５％）「全ての商品・サービスの価格を据え置いている」（１４．４％）と

の回答は約４割（３６．９％）となっている。

32.8%

5.1%

27.5%
1.5%

5.4%

13.8%

5.2%
2.3%

6.4%

外税取引や税抜き表示なので、本体価格に消

費税分を上乗せして取引先に請求できるため

新製品や新サービスを投入して、消費税前の

価格にとらわれない商品展開をしているため

顧客や消費者が価格に敏感なため

商品の量を減らしたり、サービスの時間を短縮

して対応しているため

販売数量の維持や増加によって、事業全体で

売上や利益を確保しているため

競合相手や、同業他社、近隣店舗の状況の動

向を確認しているため

値札の張り換えや、経理処理等、事務負担の

問題があるため

取引先から原価低減要求や、価格引下げの要

求があるため

その他

＜業種全体＞

「外税取引や税抜き表示なので、本体価格に消費税分を上乗

せして取引先に請求できるため」（４１．５％）との回答が最も多

く、続いて「顧客や消費者が価格に敏感なため」（３４．８％）、

「競合相手や、同業他社、近隣店舗の状況の動向を確認して

いるため」（１７．５％）となっている。

7.3%

65.9%

26.8%

売上高（税抜き）の状況

増加

横ばい

減少

7.7%

60.4%

12.3%

19.6%

売上高（税抜き）の状況
想定どおり

想定を上回った

想定を下回った

分からない

62.7%

26.8%

10.5%
転嫁できている(利

益は増加）

一部転嫁できていな

い（利益の一部が減

少している）

全く転嫁できていな

い（消費税分（以上）

の利益が減少してい

る）

消費税引き上げ分の転嫁（事業全体の利益）の状況

86.4%

65.4%

30.1%

25.6%

10.9%

32.9%

62.3%

20.2%

2.7%

1.7%

7.6%

54.2%
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全ての商品・サービスの価格を

一律で３％引き上げている

商品・サービス毎にメリハリを

つけて、利益を確保できるよう

価格設定を行っている

全ての商品・サービスを一律で

３％引き上げられないので、一部

は価格を据え置いている

全ての商品・サービスの価格を

据え置いている

転嫁できている

(利益は増加）

一部転嫁できて

いる（利益の一部

が減少している）

全く転嫁できてい

ない（消費税分

（以上）の利益が

減少している）

54.9%

67.4%

45.3%

36.7%

4.7%

6.9%

2.2%

5.5%

31.7%

6.2%

22.5%

16.2%
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12.4%

4.8%

4.8%

68.4%

65.0%

61.0%

65.2%

23.9%

22.5%

34.2%

30.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全ての商品・サービスの価格を

一律で３％引き上げている

商品・サービス毎にメリハリを

つけて、利益を確保できるよう

価格設定を行っている

全ての商品・サービスを一律で

３％引き上げられないので、一部

は価格を据え置いている

全ての商品・サービスの価格を

据え置いている

増加

横ばい

減少


